
宮崎県教育振興基本計画の変更について

教育政策課

１ 計画変更の考え方
現行計画（令和元年策定）に基づき、教育振興にかかる様々な施策に取り組んだ結果、

一定の成果がみられる取組がある一方で、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等もあ
り、さらなる充実が求められる取組もある。
また、本県においては、高齢化・人口減少が一層加速し、地域活力の低下が懸念され

るとともに、いじめ・不登校、ヤングケアラーなど、子供の現状の多様化・複雑化が進
み、また、共働き家庭やひとり親家庭の増加、地域のつながりの希薄化など、家庭を取
り巻く環境も変化している。
今回の変更に当たっては、こうした現況を踏まえつつ、国の教育振興基本計画を参酌

し、県総合計画との整合を図り、分かりやすく実効性のある計画となるよう、内容の見
直しを行う。

２ 経緯・今後の予定
令和４年 ６月 文教警察企業常任委員会（「策定の概要」報告）

６月～11月 関係者からの意見聴取等（市町村教育委員会、県立学校長、
関係団体、中・高校生、特別支援学校生、大学生等）

９月 第１回宮崎県教育振興基本計画策定懇話会
10月 第２回宮崎県教育振興基本計画策定懇話会
11月 11月定例教育委員会（「骨子案」報告）
12月 文教警察企業常任委員会（「骨子案」報告）

令和５年 １月 第３回宮崎県教育振興基本計画策定懇話会
２月 ２月定例教育委員会（「素案」報告）
３月 文教警察企業常任委員会（「素案」報告）
４月 パブリックコメントの実施
５月 ５月定例教育委員会（「計画案」付議）
６月予定 県議会６月定例会（「計画案」議案提出）

３ 県民からの意見（パブリックコメント）等への対応（２～４ページに記載）

４ 素案からの主な修正点等（５ページに記載）
(1） 国の教育振興基本計画の内容、「策定の経緯」等の補足資料の追加
(2) 「第２章 本県教育の現状」の数値更新
(3) 「第５章 推進指標」の現状値の確定及び目標値の設定
(4) その他文言修正及び注釈の追加等

議題 第５号
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３　県民からの意見（パブリックコメント）等への対応

№
該当

ページ
意見の要旨 県の考え方

1 P18

　「11　家庭や地域との連携」の「学校教育
と社会教育とが連携することが重要であり、
コミュニティ・スクール地域学校協働活動の
一体的推進により、学校と家庭、地域が連
携・協働することで、子供たちの学びの場を
学校から地域社会に広げることが必要となっ
ています。」という現状認識につき、当業界
も重要と認識しており、賛同する。

　賛同意見として承ります。

2 P43

　学習指導要領や注釈に合わせて、「教科横
断的」を「教科等横断的」と記載すべきで
ある。

　御意見を踏まえ、「教科等横断的」と修正
します。

3 P58

　「本格的な人口減少社会の到来やグローバ
ル化の進展、加速する技術革新など様々な課
題や情勢の変化等の中で、次代の産業を担う
人材が求められています。そのため、地域、
産業界との協働体制づくりを進め、専門高校
の機能の強化や社会とつながる学びの推進に
取り組みます。」について賛同する。

　賛同意見として承ります。

4 P58

　取組３－１「各種団体や関係機関等と連
携・協働し、農林水産業やものづくり産業の
発展に貢献できるグローバルな視点を持った
人材の育成に取り組みます。」及び取組３－
２「デジタル化に対応した産業教育設備を活
用し、必要な知識・技術を習得させること
で、産業界のＤＸに対応できる人材の育成に
取り組みます。」について賛同する。

　なお、政府が公表している資産所得倍増プ
ランにおいては「安定的な資産形成の重要性
を浸透させていくための金融経済教育」が掲
げられており、プランには新設される金融経
済教育推進機構を中心としながら、地方自治
体による金融経済教育の実施と併せて、広く
国民に訴求することが求められていることか
ら、本計画においても金融経済教育につき、
ご検討いただきたい。

　賛同意見として承ります。

　御指摘いただいた金融経済教育について
は、消費者教育等とともに施策７－２「地域
課題解決に参画する態度を育む教育の推進」
取組２－４「主権者教育の推進」に包含する
と整理しております。成人年齢の引き下げ等
に伴い、社会を生き抜く力や地域の課題解決
を社会の構成員として主体的に担う力が求め
られており、これまでも金融広報中央委員会
等の教材を活用した授業や派遣講師による授
業等の取組を各校で行っております。

 （１）パブリックコメント
　 　①　募集期間　令和５年３月１６日（木）～４月１４日（金）
　 　②　意見件数　９件（３名）
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№
該当

ページ
意見の要旨 県の考え方

5 P59

　平成28年中教審答申や学習指導要領の表記
に合わせ、以下の①～③のとおり記載するべ
きである。
①職業教育を主とする学科 →　専門教育を
主とする学科

②専門的な知識・技能 →　専門的な知識・
技術

③職業教育 →　産業教育

　①御指摘のとおり、学科の区分として「専
門教育を主とする学科（専門学科）」はあり
ますが、この区分には理数科や体育科のよう
な特定の普通科目を重点的に学習する学科も
含まれます。この取組の施策は、一定または
特定の職業に従事するために必要な専門知
識・技能を身に付けることを目指すことか
ら、この表記を用いております。

　②御意見を踏まえ、「専門的な知識・技
術」と修正します。
　
　③この取組の施策が「職業教育の推進」で
あり、御指摘の表現が職業教育に包含される
と考えており、読み手の分かりやすさの観点
からこの表記を用いております。

6
P59

P92

　進学校では、先生や生徒が就職や専門学校
進学の存在をほとんど知らない。無理をして
大学進学しないで就職を選ぶことができるよ
う、これからの公立高校の進学校では、就
職・公務員コースを設置し、資格取得やビジ
ネス基礎など就職に必要な科目を設置し、積
極的に指導することが重要である。
　また、民間企業の求人件数を、150件～200
件の増を目標として、もっと増やしてほし
い。

7 P82

　公立進学校の先生に知ってもらいたいこと
が２点ある。１点目は、勉強量の負担や規則
正しい生活が乱れるため、先生が大学進学を
強要したり勧めてはいけない。２点目は、専
門学校進学と就職指導の取組ができなくなる
ため、先生が大学進学にこだわってはいけな
い。これらのことで、専門学校進学と就職を
選ぶ進学校の生徒の勉強量の負担が減り、規
則正しい生活をしやすくなる。

　本県では、子供たちの社会的・職業的自立
に向けて、産学官が連携・協働してキャリア
教育を推進する体制の充実に努め、自分自身
の充実した将来について、深く考えることが
できるような学習活動を推進しているところ
です。
　このようなキャリア教育の取組の一環とし
て、高校段階では自己理解を深めながら、卒
業後の進路について情報を集め、自分の能
力・適性を判断して、自らの将来設計に基づ
いた進路決定を行えるよう、具体的な進学や
職業に関わる学習を進めております。
　御意見にあります普通科等の各高校におい
ては、生徒の進路希望等を踏まえ、大学・短
大、専門学校等への進学や就職など多様な選
択に対応した進路指導を行っているところで
す。各学校では、生徒の実情に応じて、それ
ぞれの進路に応じた選択教科を設けたり、各
種進学・就職情報の提供に努めたりするなど
しております。
　御意見の趣旨を踏まえながら、今後も指導
の充実に努めてまいります。

-３-



№
該当

ページ
意見の要旨 県の考え方

8 P84

　取組２－２「県立学校の建物の耐震化、体
育館や武道場などの広い空間にある天井や照
明等の落下防止対策は完了しているものの、
非構造部材の耐震対策については、引き続き
取り組む必要があることから、安全点検を継
続的・計画的に実施し、一層の推進に努めま
す。また、市町村立小・中学校等において
も、早期に完了するよう、市町村への助言に
努めます。」について、南海トラフ大地震等
の巨大地震による児童・生徒の生命・身体に
関わる重要な取組と考えており、計画的に推
進いただくほか、市町村立の施設においても
県のより積極的な関与により、早期の対策を
進めていただきたい。

　御指摘のとおり、今後も安全点検の継続
的・計画的な推進及び市町村への助言に努め
てまいります。

9 P85

　取組３－１「災害リスクを踏まえ、最新の
ハザードマップを活用した事前防災の体制強
化及び、震災等の想定時刻や想定場所を限ら
ない訓練や余震・停電を想定した訓練など、
実践的な防災教育を実施します。」について
賛同する。

　なお、児童生徒を将来的な地域防災力の担
い手という立場だけでなく、来るべき南海ト
ラフ地震時に、学校管理下以外の時にも的確
な退避が行えるだけでなく、高齢化が進む当
県において、生徒においては的確なリスク判
断のもと共助（例：避難を呼び掛けながら避
難する）を一部担うなど防災教育をしていた
だき、当県における地域防災力の強化を図っ
ていただきたい。

　賛同意見として承ります。

　

　御指摘の点につきましては今後の指導の参
考にさせていただきます。

№
該当

ページ
意見の要旨 県の考え方

1 P10

幼児期の現状と指標について、資料は「ス
テップ０～４」の表記だが、国では「フェー
ズ」の表記を用いており、この表記は用いな
いのか。

  これまでの県の調査において「ステップ」
の表記を用いていること、また、文部科学省
の幼児教育実態調査も同様の表記のため、今
回も「ステップ」の表記を用います。ただ
し、今後、文部科学省の幼児教育実態調査に
おいて、表記の変更がある場合、県の調査に
おいても表記の変更を検討します。

（２）２月定例教育委員会
　　　　令和５年２月１５日（水）開催
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４　素案からの主な修正点等

No.
該当

ページ

1 P6～8

2 P19

3
P11～
22

4 P12

5 P12

6 P21

7 P99

8
P99～
103

 推進指標の現状値の確定及び目標値の設定

修正内容

 国の教育振興基本計画の内容及びウェルビーイングの説明資料等の追加

「２　家庭教育支援」に２つの図表の追加

 各図表にＲ４年度の数値を追加

「３　キャリア意識」の１つ目の文言の修正

 「○中学３年生（県内公立中学校及び義務教育学校）を対象とした令和３年度の県調
    査において、将来の職業や生き方を「考えている」又は「ある程度考えている」
    と回答した生徒の割合は、８８．２％と、高い状況にあります。」

→「○中学２年生及び高校２年生を対象とした令和４年度の県調査において、将来の
　　職業や生き方を「考えている」又は「ある程度考えている」と回答した生徒の割
    合は、それぞれ７８．５％、８４．３％と、高い状況にあります。」

「４　生徒指導上の課題」の１つ目の文言の一部修正

　「○いじめについて、本県では各学校において積極的な認知に努めており、認知件数
　　 は多い状況が続いておりますが、未然防止の取組の充実により減少傾向にありま
　　 す。また、認知したいじめについてはそのほとんどが解消に至っています。」

→「○いじめについて、本県では各学校において積極的な認知に努めており、認知件数
　 　は、小・中・高等学校等共に全国平均より高い割合で推移していますが、未然防
　　 止の取組の充実により減少傾向にあります。また、認知したいじめについてはそ
　　 のほとんどが解消に至っています。」

「１　文化芸術活動」の１つ目の文言の一部修正

　「しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響により県民の文化活動が制約され
　　る状況が続いているため、「日頃から文化に親しんでいる」県民の割合は、令和３
    年度には減少しています。」

→「「日頃から文化に親しんでいる」県民の割合は、新型コロナウイルス感染症の影響
　　により文化活動が制約される状況が続いたため、令和３年度に減少しましたが、
　　令和４年度には、主に鑑賞や読書により親しんでいる人の増加により回復していま
　　す。」

 推進指標　施策２「特別支援学校高等部卒業生の就職希望者の割合」
               →「特別支援学校高等部卒業生の就職率」
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